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参考　交通安全に関する財政措置

第１表   陸上交通安全対策関係予算分野別総括表
（単位：百万円）

事　　　　項 平成18年度
予算額

平成19年度
予算額

平成20年度
予算額

比　較
増減額

平成18年度
決算額

1．道路交通環境の整備 1,540,060 1,505,524 1,510,341 4,817 
⑴　特定交通安全施設等の整備
　　(警察庁)

 15,365  15,365  23,342  7,977 都道府県警察費補助(48,621
百万円)の内数 

⑵　交通安全施設等の整備
　　(国土交通省)

 282,144  301,214  305,815  4,601 - 

⑶　交通安全対策特別交付金
　　(総務省)

 83,546  84,512  74,768  ▲9,744  83,546 

⑷　改築事業による交通安全対策
事業

　　(国土交通省)

488,578  472,382  478,466  6,084  - 

⑸　道路交通環境改善促進事業
　　(国土交通省) 

 2,194  2,084  1,789  ▲295  - 

⑹　防災・震災対策事業
　　(国土交通省) 

 361,058  344,306  343,153  ▲1,153  - 

⑺　地下駅の火災対策
　　(国土交通省) 

 5,314  ―  ― ―  2,015 

⑻　鉄道建造物の耐震補強
　　(国土交通省) 

 379  ―  ―  ―  167 

⑼　地下鉄等災害情報基盤整備事
業

　　(国土交通省) 

 100  ―  ―  ―  0 

⑽　鉄道施設の総合的な安全対策
等 
ａ　鉄道施設総合対策事業
　　(国土交通省)

 ―  1,940  1,561  ▲379  ― 

ｂ　地下鉄の耐震補強
　　(国土交通省)

 ―  130  302  172  ― 

⑾　地方鉄道における安全対策
　　(国土交通省) 

 2,832  2,401  2,448  47  2,731 

⑿　踏切道の立体交差化等 
ａ　踏切保安設備の整備
　　(国土交通省) 

 200  180  169  ▲11  188 

ｂ　踏切道の立体交差化等
　　(国土交通省) 

 201,395  206,464  208,528  2,064  - 

⒀　住区基幹公園等の整備
　　(国土交通省) 

 87,879  68,774  64,971  ▲3,803  - 

⒁　身近なまちづくり支援街路事
業

　　(国土交通省) 

 6,970  4,402  3,663  ▲739  - 

⒂　自転車駐車場整備事業
　　(国土交通省) 

 2,106  1,370  1,366  ▲4  - 

２．交通安全思想の普及徹底  655  586  473  ▲113 
⑴　交通安全思想普及推進事業
　　(内閣府) 

 253  256  217  ▲39  222 

⑵　交通安全教育・普及活動の推
進

　　(警察庁) 

 23  18  32  14 警察庁(167,466百万円)及び
都道府県警察費補助(48,621
百万円)の内数 



016

事　　　　項 平成18年度
予算額

平成19年度
予算額

平成20年度
予算額

比　較
増減額

平成18年度
決算額

⑶　交通安全教育指導等
　　(文部科学省) 

 377  311  218  ▲93 交通安全教育推進事業(9
百万円)，地域ぐるみの学
校安全体制整備推進事業
(1,059百万円)，子どもの安
全に関する情報の効果的な
共有システムに関する調査
研究(118百万円)，交通安全
教育資料の作成(9百万円)
の内数及び学校安全研究推
進事業15百万円，心肺蘇生
法実技講習会6百万円

⑷　公共交通の総合的な安全対策
　　(国土交通省) 

 2  2  ―  ▲2  1 

⑸　飲酒運転事犯者処遇の充実強化
　　(法務省) 

 ―  ―  3  3  ― 

⑹　飲酒運転事犯者に対する保護
観察の実施

　　(法務省)

 ―  ―  4  4  ― 

３．安全運転の確保  3,905  4,016  3,841  ▲175 
⑴　運転者対策の推進
　　(警察庁) 

 237  298  263  ▲35 警察庁(167,466百万円)及び
都道府県警察費補助(48,621
百万円)の内数 

⑵　運転者管理センターの運営
　　(警察庁) 

 1,296  1,289  1,297  8  1,296 

⑶　交通事故等に関する情報収集
の充実

　　(警察庁) 

 122  141  17  ▲124 警察庁(167,466百万円)及び
都道府県警察費補助(48,621
百万円)の内数 

⑷　自動車運転者労務改善対策等
　　(厚生労働省) 

 28  5  40  35  22 

⑸　交通労働災害防止対策
　　(厚生労働省) 

 69  59  47  ▲12  40 

⑹　自動車事故防止対策等 
　　(国土交通省)  2,017  2,051  2,006  ▲45  1,899 
　　(内閣府)  4  4  2  ▲2  4 
⑺　鉄道事故防止対策
　　(国土交通省) 

 83  111  110  ▲1  72 

⑻　気象情報の充実
　　(気象庁)

 ―  9  10  1  ― 

⑼　公共交通における安全マネジ
メントの構築

　　(国土交通省)

 48  49  48  ▲1  48 

４．車両の安全性の確保  48,595  45,651  42,005  ▲3,646 
⑴　車両構造規制の充実・強化，
ASV(先進安全自動車)の開
発・普及促進

　　(国土交通省) 

 657  863  819  ▲44  586 

⑵　リコール対策の充実
　　(国土交通省) 

 357  322  303  ▲19  317 

⑶　自動車検査・登録業務等
　　(国土交通省) 

 47,580  44,466  40,883  ▲3,583  45,251 

５．道路交通秩序の維持  7,541  8,587  8,128  ▲459 
⑴　交通取締用車両等の整備
　　(警察庁) 

 3,642  4,676  4,402  ▲274  3,578 

⑵　交通取締体制の充実強化
　　(警察庁) 

 1,885  1,714  1,621  ▲93 警察庁(167,466百万円)及び
都道府県警察費補助(48,621
百万円)の内数 

⑶　交通事件処理体制の整備
　　(法務省) 

 2,009  2,196  2,103  ▲93  1,957 
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事　　　　項 平成18年度
予算額

平成19年度
予算額

平成20年度
予算額

比　較
増減額

平成18年度
決算額

⑷　交通事件裁判処理体制の整備
　　(裁判所) 

 5  2  2 0  5 

６．救助･救急活動の充実  11,384  11,883  12,802  919 
⑴　救助･救急業務設備等の整備
　　(消防庁) 

 2,762  2,928  2,780  ▲148  2,294 

⑵　救急業務におけるICT化に関
する検討

　　(消防庁) 

 ―  12  4  ▲8  ― 

⑶　消防防災ヘリコプターの積極
的活用と安全かつより効果的
な運航体制の確保に関する調
査研究

　　(消防庁)

 ―  19  14  ▲5  ― 

⑷　緊急消防援助隊派遣体制の整
備に要する経費

　　(消防庁) 

 ―  ―  16  16  ― 

⑸　救急医療体制の整備等
　　(厚生労働省) 

 8,623  8,923  9,989  1,066 主に医療提供体制推進事業
費補助金(10,878百万円)の
内数 

７．損害賠償の適正化を始めとした
被害者支援の推進 

 125,550  132,093  128,074  ▲4,019 

⑴　交通事故相談活動の推進
　　(内閣府) 

 128  89  57  ▲32  98 

⑵　交通事故被害者サポート事業
　　(内閣府) 

 24  27  21  ▲6  22 

⑶　民事法律扶助事業の推進
　　(法務省) 

 2,435  ―  ―  ―  2,381 

⑷　日本司法支援センター業務の推進
　　(法務省) 

 5,980  10,213  10,395  182  5,980 

⑸　通勤災害保護制度の実施
　　(厚生労働省) 

 97,119  101,919  99,304  ▲2,615  92,721 

⑹　自動車安全特別会計による補
助等 
ａ　独立行政法人自動車事故対
策機構

　　(国土交通省) 

 12,888  12,070  11,710  ▲360  12,310 

ｂ　被害者救済等
　　(国土交通省) 

1,729  1,621  1,522  ▲99  1,553 

ｃ　政府保障事業
　　(国土交通省) 

5,247  6,154  5,066  ▲1,088  5,247 

８．研究開発及び調査研究の充実等 2,422 2,232 2,284  52 
⑴　交通安全調査等
　　(内閣府) 

 30  35  60  25  31 

⑵　交通管理技術の調査･分析，交
通安全に関する調査研究の充実

　　(警察庁) 

 873  663  696  33  799 

⑶　自動車安全公害等対策
　　(経済産業省) 

 1  1  1 0  1 

⑷　陸上交通の安全に関する調査研究
　　(国土交通省) 

 1,519  1,534  1,527  ▲7  - 

合　　　　計 1,739,699 1,710,159 1,707,535  ▲2,624 

注　１　本予算は，「交通安全基本計画」（第８次は平成18年３月14日中央交通安全対策会議決定）の重点課題別項目に従い整理している。
　　２　平成18年度の予算額については，他経費と一体で執行している等，決算額の算出が困難な事業を除いた場合の予算額は305,856百万円となる。
　　３　平成19年度予算額，４⑴863百万円のうち，413百万円については３⑹の再掲である。
　　４　平成20年度予算案，４⑴819百万円のうち，413百万円については３⑹の再掲である。
　　５　単位未満の数値は四捨五入により整理してあるので，合計と合致しないものがある。
　　６　陸上交通安全対策分の決算額が特掲できないものについては「-」として表示している。
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第２表   海上交通安全対策関係予算分野別総括表
（単位：百万円）

事　　　　項 平成18年度
予算額

平成19年度
予算額

平成20年度
予算額

比　較
増減額

平成18年度
決算額

１．交通環境の整備 19,020 40,767 29,735 ▲11,032 18,121

⑴　港湾等の整備 ― 23,851 18,057 ▲5,794 ―

⑵　航路標識の整備等 10,115 8,179 8,070 ▲109 9,214

⑶　海上交通に関する情報の充実 8,905 8,737 3,608 ▲5,129 8,907

２．船舶の安全性の確保 358 333 328 ▲5 305

⑴　船舶の安全基準の整備 244 226 224 ▲2 206

⑵　船舶検査の充実 86 88 83 ▲5 77

⑶　船舶検査高度化・安全管理普
及促進

27 20 20 0 22

３．安全な運航の確保 17,630 10,484 10,231 ▲253 17,481

⑴　警備救難業務の充実強化 7,488 472 431 ▲41 7,441

⑵　運航管理の適正化等 138 118 109 ▲9 102

⑶　船員の資質の向上等 10,006 9,894 9,691 ▲203 9,938

４．海難救助体制の整備等 65,313 64,017 64,648 631 60,746

　巡視船艇・航空機等の整備等 65,313 64,017 64,648 631 60,746

５．海上交通の安全に関する調査研
究

3,101 3,030 2,992 ▲38 3,094

合　　　　計 105,422 118,631 107,934 ▲10,697 99,747

注　１　単位未満の数値は四捨五入により整理してあるので，合計と合致しないものがある。
注　２　平成19年度予算額は，当初予算額である。
注　３　平成18年度の予算額については，他経費と一体で執行している等，決算等の算出が困難なものについては「－」として表示している。
注　４　３⑴については，平成19年に実施された予算事項の組み換えのため平成18年度予算額と平成19年度以降の予算額に差異を生じている。

第３表   航空交通安全対策関係予算分野別総括表
（単位：百万円）

事　　　　項 平成18年度
予算額

平成19年度
予算額

平成20年度
予算額

比　較
増減額

平成18年度
決算額

１．交通環境の整備 420,470 346,311 315,497 ▲30,814 242,101

⑴　空港の整備 348,021 273,103 244,614 ▲28,489 173,360

⑵　航空路の整備 25,237 24,052 24,083 31 24,845

⑶　空港・航空路施設の維持 45,457 47,418 45,116 ▲2,302 42,135

⑷　気象施設の維持 1,755 1,738 1,684 ▲54 1,762

２．航空安全対策の推進 8,923 6,829 6,789 ▲40 7,882

⑴　航空安全対策の強化 276 264 287 23 23

⑵　航空機乗員の養成 3,004 2,956 2,876 ▲80 2,715

⑶　航空保安要員の養成 1,128 1,125 1,170 45 1,018

⑷　航空保安施設の検査 4,515 2,484 2,456 ▲28 4,127

7,883

３．航空交通の安全に関する研究開
発の推進

626 611 1,640 1,029 613

合　　　　計 430,019 353,751 323,926 ▲29,825 250,597

注　１　単位未満の数値は四捨五入により整理してあるので，合計と合致しないものがある。
注　２　平成19年度予算額は，当初予算額である。
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